
データヘルス計画全体の評価

指標 目標値
ベースライン
(平成28年度)

平成29年度 平成30年度 令和元年度
達成に繋がった

取組・要素
未達成となった

背景・要因

糖尿病患者数
262.2人
(県 220.2人)

糖尿病患者数
268.0人
(県 224.8人)

糖尿病患者数
271.7人
(県 227.6人)

糖尿病患者数
275.7人
(県 230.3人)

c

新規透析患者数
7人

新規透析患者数
12人

新規透析患者数
6人

新規透析患者数
17人 c

がん検診受診率
胃がん 16.7%
子宮頚がん 15.9%
肺がん 24.0%
乳がん 13.0%
大腸がん 21.1%

がん検診受診率
胃がん 15.5%
子宮頚がん 15.6%
肺がん 24.0%
乳がん 12.5%
大腸がん 20.8%

がん検診受診率
胃がん 15.9%
子宮頚がん 17.9%
肺がん 25.3%
乳がん 12.0%
大腸がん 21.6%

がん検診受診率
胃がん 14.1%
子宮頚がん 17.6%
肺がん 23.1%
乳がん 12.2%
大腸がん 19.7%

b

課題 ②

65歳未満の若い世代の特定
健康診査受診率が低く、全
年代において、受診率の伸
びが少ないため、さらに受
診率をあげるための対策が
必要である。

特定健康診査未受診者に対
して、ターゲットを絞り受
診勧奨して受診率を向上さ
せる。
特定健康診査よりも簡易な
検査を用いて健診受診への
動機付けをする。

40～64歳の健診
受診率
(KDB　厚生労働
省様式5－4　健
診受診状況より)

特定健康診査受
診率

未設定

40～64歳の健診受診率
男性 25.0%
女性 33.7%

特定健康診査受診率
42.8%

40～64歳の健診受診率
男性 25.4%
女性 34.4%

特定健康診査受診率
43.6%

40～64歳の健診受診率
男性 26.9%
女性 34.9%

特定健康診査受診率
43.9%

40～64歳の健診受診率
男性 27.2%
女性 35.8%

特定健康診査受診率
44.2%

a

個別健診とは別に市内の施
設などで実施する集団健診
を実施。40代、50代にター
ゲットをしぼって受診勧奨
した。

65歳以上の受診率対策をあ
まり実施しなかったため受
診率が下がってしまった。

引き続きターゲットをし
ぼっての受診勧奨の実施を
継続するとともに、全体の
受診率向上を目指す。
簡易な検査を用いた健診受
診の動機付けの実施は中止
とする。

40歳～64歳の受診率
向上

特定健康診査受診率
60%

課題 ③

生活習慣病の医療費が高
く、特定健康診査受診者の
中でも服薬中の割合が高い
ことから、医療機関に受診
しているにもかかわらず、
改善が見られない人が多
い。

健康的な生活習慣を身につ
けるための保健指導をより
強化し、メタボリックシン
ドローム該当者の減少を目
指す。
服薬等の治療と並行して、
一人ひとりの健康意識の向
上と生活習慣の改善によ
り、医療費の削減を目指
す。

メタボ該当率 未設定

メタボ該当率
男性 32.5%
(県 39.1%)
女性 14.3%
(県 11.1%)

メタボ該当率
男性 32.2%
(県 30.3%)
女性 14.7%
(県 11.4%)

メタボ該当率
男性 34.2%
(県 31.1%)
女性 14.4%
(県 11.6%)

メタボ該当率
男性 33.3%
(県 31.8%)
女性 14.5%
(県 11.9%)

c
保健指導参加確認ができな
い者に、訪問による意思確
認を実施。

特定健康診査の質問票で保
健指導を利用しないと回答
した人の割合が県平均と比
べて高い。また生活習慣改
善意欲のない人の割合も県
平均と比べて高い。

保健指導勧奨の強化。
健康マイレージ事業のPR強
化。
広報誌、ホームページでの
広報強化。

県平均

課題 ④

重複・頻回受診、重複服薬
をしている人がいるため、
適正受診のための対策が必
要である。

受診者の適正な健康管理が
できるように、重複・頻回
受診者や重複服薬者に対し
て支援し、医療費の削減を
目指す。

重複服薬改善率
(通知数)
(改善者数)

未設定 未実施 未実施 未実施

重複服薬改善率
50%

(通知数 4人)
(改善者数 2人)

d

重複服薬に関しては国保連
合会の事業を利用して抽出
及び通知作成まではできる
ため、通知送付対象者とし
て適切か判断し通知を送付
した。

重複服薬の指導については
専門知識が必要となるた
め、チラシを渡したり、薬
剤師に相談するように話す
ことしかできなかった。

重複受診、服薬に関する指
導については専門的な知識
を必要とするため、担当者
が変わっても実施できる体
制を検討する。

重複服薬改善率
50%

目的・目標の達成状況

今後の方向性 最終目標値策定時の健康課題 策定時の目的・目標

目標 実績値

評価
判定

糖尿病患者数
現状維持

新規透析患者数
現状維持

がん検診受診率向上

引き続き、糖尿病対策、重
症化予防対策のため重点的
に事業を実施することとす
る。
がん検診についても、引き
続き定期受診、受診率向上
のための特定健康診査との
同時受診を呼びかける。

糖尿病患者数は県平均にお
いても年々悪化している
が、当市の患者数は県平均
よりも高い水準となってい
る。
新規透析患者には社会保険
から離脱して国保に加入し
た方も多くおり、新規透析
患者数の増加の原因となっ
ている。

糖尿病性腎症重症化予防事
業を平成29年度から委託に
より実施。受診勧奨事業も
平成30年度より実施。

課題 ①

糖尿病をはじめとする生活
習慣病やがんの医療費が高
く、医療費が増加する原因
となっている。

糖尿病重症化予防事業を通
じて、新規透析患者の減少
を目指す。また、40歳代か
らの糖尿病対策により糖尿
病発生の抑制を目指す。
がんの早期発見のために、
がん検診の定期受診、受診
率向上を目指す。

糖尿病患者数(千
人当たり)
(KDBシステム医療費

分析(1)最小分類よ

り)

新規透析患者数
(新規特定疾病療養受

領証発行数より)

がん検診受診率

未設定

【評価判定区分】

ａ:改善 ｂ:変わらない ｃ:悪化している ｄ:評価困難



個別保健事業の評価

アウトプット アウトカム

指標・目標値 指標・目標値
ベースライン
(平成28年度)

平成29年度 平成30年度 令和元年度 アウトプット アウトカム

特定健康診査

被保険者の健康状態を把握し、生
活習慣病の早期発見及び予防を目
指す。受診者を増やすため、受診
日の工夫、市のがん検診との同時
受診等、受診しやすい体制を整備
する。

被保険者
(40～74歳)

継続

個別健診は11月で終了し
てしまうため、終了後も
受けられるように集団健
診を1月の土曜日に実施し
た。

印象に残るように受診券
送付用の封筒を黄色にし
た。

受診率 60%
(特定健康診査等実施計画)

生活習慣病の医療費の抑制

受診率 42.8%

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,591円

受診率 43.6%

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,798円

受診率 43.9%

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,429円

受診率 44.2%

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,960円

a* d

個別健診の説明会にて、医療機関受診中の方にも健診を受
けるよう受診勧奨の依頼をする。
集団健診の申し込みを一部インターネットを利用した申し
込み方法も導入し、利用者の利便性向上を図る。地域に出
向いて実施していた集団健診の利用者が少ないため、一部
取りやめて利用者の多い保健センターでの実施に変更す
る。
評価指標は次のとおり変更する。
アウトプット指標 受診案内の送付率
目標値 100%(令和元年度 100%)
アウトカム指標　受診率 60%

受診率 60%

特定健康診査
受診勧奨

受診率向上のため、未受診者に対
して、個別通知、受診勧奨ハガ
キ、集団健診を実施する。
国保加入説明時に特定健康診査に
ついて説明し、チラシを配布す
る。

特定健康診査
該当者のうち
未受診者

継続
集団健診は健康課と国保
年金課と協力しての実施
体制を整えた。

受診勧奨を効率よくする
ために、一度も受けたこ
とのない人よりも、過去
受診したことがある対象
者に絞って勧奨した。

受診勧奨対象者の特定健康
診査受診率増加

生活習慣病の医療費の抑制

受診勧奨対象者の特定健
康診査受診率
38.2%

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,591円

受診勧奨対象者の特定健
康診査受診率の
増加 -8.0ポイント
受診率 30.2%

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,798円

受診勧奨対象者の特定健
康診査受診率の
増加 1.4ポイント
受診率 39.6%

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,429円

受診勧奨対象者の特定健
康診査受診率の
増加 -0.3ポイント
受診率 37.9%

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,960円

b d

特定健康診査
未受診者対策

郵送血液検査サービスにより被保
険者の健康状態を把握し、生活習
慣病の早期発見及び予防を目指
す。特定健康診査受診率向上のた
めに、郵送血液検査サービス利用
者には、個別に特定健康診査の通
知、電話勧奨を行う。

特定健康診査
該当者のうち
未受診者

廃止 予算の確保ができた。

実施者に対して翌年度受
診勧奨メールを送付した
が、あまり健診受診には
つながらなかった。

郵送血液検査サービスを実
施した該当者の次年度特定
健康診査受診率

生活習慣病の医療費の抑制

次年度特定健康診査受診
率
未実施

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,591円

次年度特定健康診査受診
率
4.55%

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,798円

次年度特定健康診査受診
率
22.58%

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,429円

次年度特定健康診査受診
率
検証中

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,960円

d d

特定保健指導
特定保健指導対象者に生活習慣の
改善を促し、生活習慣病予防を目
指す。

特定健康診査
受診者のうち
保健指導対象者

継続
集団健診では健診当日に
保健指導対象者に勧誘を
実施。

保健指導への参加の有無
を確認できない者を減ら
すため、訪問にて確認を
実施。

実施率 60%
(特定健康診査等実施計画)

生活習慣病の医療費の抑制

実施率 22.9%

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,591円

実施率 8.1%

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,798円

実施率 35.1%

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,429円

実施率 21.6%

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,960円

a* d

郵送案内の表書きをナッジ理論を取り入れて開封を促す。
保健指導の実施率や終了率も評価指標ではあるが、保健指
導・生活改善の必要性を周知出来ているかどうか(郵送案
内の方の返送率)も評価指標に入れていく。
評価指標は次のとおり変更する。
アウトプット指標 保健指導参加有無確認返答率
目標値 80%(令和元年度 68.5%)
アウトカム指標 実施率 60%
アウトカム指標 保健指導対象率の減少
令和元年度 12%

実施率 60%

がん検診

がんの早期発見を目的として、胃
がん、大腸がん、肺がん、子宮頸
がん、乳がん及び前立腺がんの検
診を行う。

市民 継続
特定健康診査と同時実施
できるような体制を整え
た。

特定健康診査との同時受
診できるように受診券送
付時に案内を同封した。

がん検診受診率増加
(各がん検診の結果報告愛知
県)

がんの医療費の抑制

胃がん検診
受診率 16.7%

子宮頚がん検診
受診率 15.9%

肺がん検診
受診率 24.0%

乳がん検診
受診率 13.0%

大腸がん検診
受診率 21.1%

がんの被保険者一人当た
り一カ月当たり医療費
3,276円

胃がん検診受診率の
増加 -1.2ポイント
受診率 15.5%

子宮頚がん検診受診率の
増加 -0.3ポイント
受診率 15.6%

肺がん検診受診率の
増加 0.0ポイント
受診率 24.0%

乳がん検診受診率の
増加 -0.5ポイント
受診率 12.5%

大腸がん検診受診率の
増加 -0.3ポイント
受診率 20.8%

がんの被保険者一人当た
り一カ月当たり医療費
3,730円

胃がん検診受診率の
増加 -0.8ポイント
受診率 15.9%

子宮頚がん検診受診率の
増加 2.0ポイント
受診率 17.9%

肺がん検診受診率の
増加 1.3ポイント
受診率 25.3%

乳がん検診受診率の
増加 -1.0ポイント
受診率 12.0%

大腸がん検診受診率の
増加 0.5ポイント
受診率 21.6%

がんの被保険者一人当た
り一カ月当たり医療費
3,825円

胃がん検診受診率の
増加 -2.6ポイント
受診率 14.1%

子宮頚がん検診受診率の
増加 1.7ポイント
受診率 17.6%

肺がん検診受診率の
増加 -0.9ポイント
受診率 23.1%

乳がん検診受診率の
増加 -0.8ポイント
受診率 12.2%

大腸がん検診受診率の
増加 -1.4ポイント
受診率 19.7%

がんの被保険者一人当た
り一カ月当たり医療費
3,731円

b d

引き続き受診者の維持増加に努める。
がん検診受診率増加はアウトカム指標に変更し、国保加入
者だけの受診率を評価するために、特定健康診査を受診し
た人のうち各種がん検診の受診割合の増加をアウトプット
指標へ追加する。
評価指標については次のとおり変更する。
アウトプット指標 受診券の送付率
目標値 100%(令和元年度 100%)
アウトプット指標 特定健康診査を受診した人のうち各種
がん検診の受診割合の増加
(令和元年度 胃がん41.54%、肺がん80.10%、大腸がん
70.16%、乳がん15.36%、子宮頸がん10.79%)
アウトカム指標 がん検診受診率増加
アウトカム指標 検診によりがんを発見できた人数の増加
(令和元年度 個別医療機関(集団健診含む)受診者：胃がん
(8人)、肺がん(6人)、大腸がん(13人)、乳がん(2人)、子
宮頸がん(0人)。生活習慣病予防健診受診者：胃がん(1
人)、肺がん(0人)、大腸がん(2人)、乳がん(3人)、子宮頸
がん(0人))

検診によりがんを発見でき
た人数の増加

成人歯科健診

う蝕、歯肉炎等の歯の生活習慣病
の早期発見及び早期治療を目指
し、無料で健診を受けられる年齢
を設定し案内を送付する。

市民 継続
節目の年齢で受けられる
よう、もれなく対象者に
通知できた。

節目年齢で受けられる対
象者に20歳も加えたこと
により、受診者が増え
た。

健診受診者数の増加
(地域保健健康増進事業報
告)

歯科医療費の抑制

健診受診者数
1,225人

被保険者一人当たり一カ
月当たり歯科医療費
1,922円

健診受診者数の
増加 -129人
受診者数 1,096人

被保険者一人当たり一カ
月当たり歯科医療費
2,011円

健診受診者数の
増加 -35人
受診者数 1,190人

被保険者一人当たり一カ
月当たり歯科医療費
2,071円

健診受診者数の
増加 11人
受診者数 1,236人

被保険者一人当たり一カ
月当たり歯科医療費
2,196円

a d

引き続き、啓発を継続し、受診者の維持増加に努める。
アウトカム指標については40歳の歯周炎を有する者の割合
に変更し、目標値はへきなん健康づくり21プランとあわせ
て30%以下とする。(令和元年度 41.5%)

40歳の歯周炎を有する者の
割合 30.0%以下

郵送血液検査サービスは申込率が年々低下(5.2%→3.9%→
3.1%)しており、特定健康診査の受診にもあまりつながら
なかったため、事業を中止とした。また、受診勧奨通知に
ついては、年代を絞らず、全世代に対して過去の受診行動
パターンにあった受診勧奨通知を全員に実施する。若い世
代の受診率が低いため、引き続き40代、50代への集団健診
の案内を通知する。
評価指標は次のとおり変更する。
アウトプット指標 受診勧奨対象者への通知実施率 100%
目標値 100%(令和元年度 100%)
アウトカム指標 受診勧奨対象者の特定健康診査受診率の
増加
アウトカム指標 年代別特定健康診査受診率
目標値 40代30%、50代35%
(令和元年度 40代25.3%、50代31.1%)

40代受診率 30%
50代受診率 35%

事業名 目的及び概要 対象者
後期への
取組み

プロセス評価ストラクチャー評価 最終目標値

実績値

今後の方向性

評価

【評価判定区分】

ａ:改善

a*:改善(改善しているが、現状のままでは最終評価までに目標達成が危ぶまれる)

ｂ:変わらない ｃ:悪化している ｄ:評価困難



個別保健事業の評価

アウトプット アウトカム

指標・目標値 指標・目標値
ベースライン
(平成28年度)

平成29年度 平成30年度 令和元年度 アウトプット アウトカム

事業名 目的及び概要 対象者
後期への
取組み

プロセス評価ストラクチャー評価 最終目標値

実績値

今後の方向性

評価

【評価判定区分】

ａ:改善

a*:改善(改善しているが、現状のままでは最終評価までに目標達成が危ぶまれる)

ｂ:変わらない ｃ:悪化している ｄ:評価困難

生活習慣病予防健診
がん及び生活習慣病の早期発見の
ための健診を実施する。

市民 継続
健診受診者数の増加
(碧南市保健センター年報)

生活習慣病の医療費の抑制

健診受診者数
Cコース 1,381人
Bコース   731人

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,591円

健診受診者数
Cコース 1,331人
Bコース   792人
増加 11人

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,798円

健診受診者数
Cコース 1,321人
Bコース   816人
増加 25人

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,429円

健診受診者数
Cコース 1,219人
Bコース   769人
増加 -124人

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,960円

c d

生活習慣病予防健診
手数料助成

被保険者の健康増進を目的として
健診手数料の一部又は全額を助成
する。

被保険者 継続 助成人数の増加 生活習慣病の医療費の抑制

助成人数
1,475人

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,591円

助成人数の
増加 -99人
助成人数 1,376人

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,798円

助成人数の
増加 -145人
助成人数 1,330人

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,429円

助成人数の
増加 -231人
助成人数 1,244人

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,960円

c d

健康づくりイベント
(かろやかウォーキング)

日常生活の中に取り入れることの
できる運動や食習慣の改善を提案
をすることにより、生活習慣の改
善を目指す。

被保険者
(40～74歳)

継続
必要な予算、人員を確保
できた。

効果的な運動や食習慣改
善の提案ができるような
内容を実施できた。

自主ウォーキング
グループの人数増加

生活習慣病の医療費の抑制

自主ウォーキング
グループの人数
40人

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,591円

自主ウォーキング
グループの人数の
増加 20人
(自主ウォーキング
グループの人数 60人)

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,798円

自主ウォーキング
グループの人数の
増加 20人
(自主ウォーキング
グループの人数 60人)

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,429円

自主ウォーキング
グループの人数の
増加 22人
(自主ウォーキング
グループの人数 62人)

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,960円

b d

引き続き実施。
評価指標については次のとおり変更する。
アウトプット指標 かろやかウォーキングの参加者数(定員
80人)
目標値 80人(令和元年度 68人)
アウトカム指標 自主ウォーキンググループの人数
目標値 80人(令和元年度 62人)

自主ウォーキンググループ
の人数 80人

糖尿病発症予防対策

血糖値が受診勧奨値以上であるに
もかかわらず、未治療者に対し
て、医療機関への受診勧奨を実施
する。

HbA1c値6.5%
以上の糖尿病
未治療者

継続
必要な人員を確保し、事
業実施ができた。

健康課、国保年金課で連
携して対象者の抽出、指
導から受診確認まで実施
することができた。

令和2年度より訪問後対象者が受診したかをレセプトで確
認することとした。
また、指導の対象者は直近のレセプトで確認してから訪問
指導の対象とするか判断する。
評価指標は次のとおり変更する。
アウトプット指標 訪問指導実施率
目標値 100%(令和元年度 100%)
アウトカム指標 受診につながった割合
目標値 50%以上(令和2年度より評価実施)

受診につながった割合 50%
以上

糖尿病予防 教室

糖尿病の発症・重症化を予防する
ため、糖尿病の正しい知識を習得
し、自己の生活習慣の課題及び改
善方法を認識させる。

HbA1c値6.0～6.4%の
糖尿病未治療者

継続
糖尿病の有病者が多いこ
とを関係者と共有するこ
とができた。

対象者を絞って教室の案
内をすることができた。

有所見率が愛知県と比べて高いことから、引き続き対象者
には個別通知し参加者を募集し、発症予防につとめる。
評価指標は次のとおり変更する。
アウトプット指標 教室の参加者の終了率
目標値 100%(令和元年度93.75%)
アウトカム指標 参加者のHbA1cの値の改善率(減少または
維持)
目標値 50%(令和元年度 検証中)
アウトカム指標 HbA1cの有所見者割合の減少

HbA1cの有所見者割合の減少

糖尿病重症化対策
治療者の中でも糖尿病性腎症発症
のリスクが高い者に対して、医療
と連携した保健支援を行う。

被保険者(糖尿病性
腎症病期第Ⅲ、Ⅳ期
等)

継続
市、医師会、委託業者の
連携体制をうまく構築す
ることができた。

参加人数の確保ができ
た。

新規透析患者の減少 透析医療費の抑制

新規透析患者数
7人

透析の被保険者一人当た
り一カ月当たり医療費
857円

新規透析患者数の
減少 -5人
患者数 12人

透析の被保険者一人当た
り一カ月当たり医療費
1,453円

新規透析患者数の
減少 1人
患者数 6人

透析の被保険者一人当た
り一カ月当たり医療費
1,124円

新規透析患者数の
減少 -10人
患者数 17人

透析の被保険者一人当た
り一カ月当たり医療費
1,414円

c c

新規透析患者数、透析医療費ともに増加傾向にあるため、
今後も引き続き重症化予防事業に取り組んでいく。
評価指標については、次のとおり変更する。
アウトプット指標 指導完了人数
目標値 12人(令和元年度 10人)
アウトカム指標　新規透析患者数(資格取得後一年以内に
透析になったものを除く)
目標値 6人(令和元年度 6人)

新規透析患者数(資格取得後
一年以内に透析になったも
のを除く) 6人

重複・頻回受診者対策

医療機関への適正受診を促すた
め、重複・頻回受診者に対して、
疾患への理解、療養上の相談、服
薬等の健康管理の支援を行う。

被保険者 継続

医師会、薬剤師会に事業
実施の説明をすることが
でき、賛同をいただいた
ので令和元年度より事業
を開始することができ
た。

月毎に対象者を抽出し
て、指導が必要な対象者
を絞ることができるよう
になった。

受診回数の減少 医療費の抑制

受診回数
事業未実施

被保険者一人当たり一カ
月当たり医療費
22,483円

受診回数の減少
未実施
受診回数 未実施

被保険者一人当たり一カ
月当たり医療費
23,703円

受診回数の減少
未実施
受診回数 未実施

被保険者一人当たり一カ
月当たり医療費
23,310円

受診回数の減少
未実施
受診回数 未実施

被保険者一人当たり一カ
月当たり医療費
24,509円

d d

抽出方法については、レセプトデータから抽出していた
が、KDBから抽出する方法も検討する。
アウトプット、アウトカム指標については、この指標では
評価ができないので、指標を見直すこととする。
アウトプット指標 毎月の抽出、点検、通知の実施
目標値 100%(令和元年度 100%)
アウトカム指標　通知した対象者の改善率
目標値 50%(令和元年度 40%)

通知した対象者の改善率
50%

普及・啓発事業

健康に関する知識の普及をはかる
ため、健康教育講座、ふれあい
フェスティバル等を通して、普
及・啓発を進める。

市民 継続
国保・保健部門とで協力
して事業を進められた。

必要な人員を確保するこ
とができた。

健康教育実践回数の現状維
持
(地域保健健康増進事業報
告)

健康教育実践回数
74回

特定健康診査受診率
42.8%

健康教育実践回数
68回

特定健康診査受診率
43.6%

健康教育実践回数
65回

特定健康診査受診率
43.9%

健康教育実践回数
48回

特定健康診査受診率
44.2%

c a
継続して実施。
アウトカム指標の健康への関心の高まりについては、評価
困難なため削除する。

特定健康診査受診率の向上

インセンティブ事業

健康づくりを応援するため、運動
や食事など日頃の生活習慣改善に
向けた取組みや、各種健診の受診
でポイントを付与するへきなん健
康マイレージを実施する。50ポイ
ント獲得者には、県内の協力店で
特典が受けられる優待カードを交
付。

市民 継続

特定保健指導終了者のう
ち保健指導にて計画した
行動変容が出来ている方
に、マイレージカードの
発行をして発行枚数を増
やす取り組みをした

優待カードの交付枚数が
増えないため、インセン
ティブの内容を検討し
た。

優待カード交付数の増加

優待カード交付数
47枚

特定健康診査受診率
42.8%

優待カード交付数
28枚

特定健康診査受診率
43.6%

優待カード交付数
22枚

特定健康診査受診率
43.9%

優待カード交付数
33枚

特定健康診査受診率
44.2%

b d

インセンティブをより魅力あるものにして利用者の増加を
図る。令和2年度より、県が行っている健康マイレージ連
携アプリ「あいち健康プラス」を導入してマイレージ事業
の周知と発行枚数の増加を図る。令和2年度に見直しを行
い、令和3年度にインセンティブの内容を変更する。認知
度が低いため、国保の窓口でもPRを実施する。
アウトカム指標の健康への関心の高まりについては、評価
困難なため削除する。

優待カード交付枚数の増加

HbA1c有所見者割合
80.6%

糖尿病の被保険者一人当
たり一カ月当たり医療費
1,379円

HbA1c有所見者割合の
減少 1.7ポイント
有所見者割合 78.9%

糖尿病の被保険者一人当
たり一カ月当たり医療費
1,626円

HbA1c有所見者割合の
減少 5.3ポイント
有所見者割合 75.3%

糖尿病の被保険者一人当
たり一カ月当たり医療費
1,575円

HbA1c有所見者割合の
減少 2.7ポイント
有所見者割合 77.9%

糖尿病の被保険者一人当
たり一カ月当たり医療費
1,539円

b d

毎年受ける常連者もいるため、引き続き補助を行う。40歳
以下の方が無料で受けられる唯一の健診であるため、若い
うちから健診を受けていただく習慣がつくようPRしてい
く。
評価指標については次のとおり変更する。
アウトプット指標 健診のPR方法
目標値 3種類(令和元年度 1種類)
アウトカム指標 年間平均被保数に占める助成人数割合
目標値10.0%(令和元年度 8.84%)
アウトカム指標 特定健康診査受診率 60%

年間平均被保数に占める助
成人数割合 10.0%

特定健康診査結果のHbA1c
有所見者割合の減少

糖尿病の医療費の抑制

健康への関心の高まり
特定健康診査受診率の向上

計画通り実施体制を整え
ることができた。
必要な予算が確保でき
た。

健診を受ける段階で助成
後の金額をお支払いいた
だけるよう資格の確認を
しっかり行い、喪失後の
受診に対してはすみやか
に返還いただいた。
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指標・目標値 指標・目標値
ベースライン
(平成28年度)
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取組み

プロセス評価ストラクチャー評価 最終目標値

実績値

今後の方向性
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【評価判定区分】

ａ:改善

a*:改善(改善しているが、現状のままでは最終評価までに目標達成が危ぶまれる)

ｂ:変わらない ｃ:悪化している ｄ:評価困難

健康相談

健康不安を解消するため、育児、
疾病予防、介護予防、栄養、歯科
衛生等に関する相談の場を設け
る。

市民
継続

(計画から除外)

各種相談のできる体制を
整えることができた。

一定の相談件数あり。
健康相談回数、人数の維持
(地域保健健康増進事業報
告)

生活習慣病の医療費の抑制

健康相談回数
100回

健康相談人数
533人

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,591円

健康相談回数
93回

健康相談人数
503人

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,798円

健康相談回数
118回

健康相談人数
465人

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,429円

健康相談回数
107回

健康相談人数
735人

生活習慣病の被保険者一
人当たり一カ月当たり医
療費
5,960円

b d
継続して実施するが、国保として事業実施に関与していな
いため、データヘルス計画から外すこととする。

―

広報事業
事業内容を周知するため、保健事
業に関することを広報及びホーム
ページに掲載する。

市民 継続

計画的に広報誌に掲載で
きるように広報担当と連
携して記事を作成でき
た。

掲載内容を毎年見直し
た。

広報掲載回数 年4回 医療費の抑制

広報掲載回数
4回

被保険者一人当たり一カ
月当たり医療費
22,483円

広報掲載回数
4回

被保険者一人当たり一カ
月当たり医療費
23,703円

広報掲載回数
4回

被保険者一人当たり一カ
月当たり医療費
23,310円

広報掲載回数
4回

被保険者一人当たり一カ
月当たり医療費
24,509円

b d

引き続き、広報誌、ホームページ上にて、保健事業に関す
ることを掲載し、広く普及啓発を図る。
ホームページでのお問い合わせも時々あるので、ホーム
ページ上の内容を随時更新精査する。
アウトカム指標については評価しないこととする。

―

医療費通知
被保険者に自身の医療費を把握し
てもらうため、被保険者へ医療費
通知を送付する。

被保険者 継続
連合会へ委託して医療費
通知を作成することがで
きた。

発送回数を検討した結果
年6回とし、すべての医療
費を確定申告に間に合う
ように送付することがで
きた。

医療費情報の提供率 100% 医療費の抑制

医療費情報の提供率
100%

被保険者一人当たり一カ
月当たり医療費
22,483円

医療費情報の提供率
100%

被保険者一人当たり一カ
月当たり医療費
23,703円

医療費情報の提供率
100%

被保険者一人当たり一カ
月当たり医療費
23,310円

医療費情報の提供率
100%

被保険者一人当たり一カ
月当たり医療費
24,509円

b d
引き続き、自己の医療費を把握していただくために、通知
を発送する。アウトカム指標については評価しないことと
する。

―

後発医薬品
切替差額通知

後発医薬品の使用促進による医療
費抑制を目指し、後発医薬品に切
り替えた場合の自己負担軽減額を
通知する。

被保険者 継続
差額通知を年2回通知する
ことができた。

差額通知による効果の把
握まで実施することがで
きた。

使用割合(数量ベース) 80% 調剤費の抑制

使用割合(数量ベース)
68.3%

被保険者一人当たり一カ
月当たり調剤費
7,404円

使用割合(数量ベース)
70.9%

被保険者一人当たり一カ
月当たり調剤費
7,799円

使用割合(数量ベース)
76.5%

被保険者一人当たり一カ
月当たり調剤費
7,179円

使用割合(数量ベース)
77.7%

被保険者一人当たり一カ
月当たり調剤費
7,679円

a d

引き続き、差額通知を発送して、ジェネリックの普及を目
指す。封筒の印字は、ジェネリックのインパクトが強く、
通知内容とは全く関係のないことが印字されてしまうこと
により、被保険者に混乱を招くことがあったため、印字し
た封筒作成は中止する。
評価指標については、次のとおり変更する。
アウトプット指標　差額通知の発送
目標値 年2回(令和元年度 2回)
アウトカム指標　使用割合(数量ベース) 80%

使用割合(数量ベース) 80%


